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企箇特集 (3)

比較地域制度アプローチによる地域政策論に向けて

1.はじめに

本稿の課題は、制度論・制度派経済学の視点を取

り入れた地域経済研究、および、その到達点を踏ま

えて新たな展開を試みる比較地域制度アプローチ

(Comparative Regional Institutional Approach 

以降 CRIA)の方法的特徴を検討したうえで、 CRIA

による地域政策の方向性を展望することである。

なぜ今、制度論を踏まえた地域経済研究が必要な

のか。一般的な制度概念の意味するところは、人々

の行動をパターン化することで効率性を向上させ、

他方で人々の行動を制約し、人街の相互作用を構造

化する法や規制、社会的ノレーノレ、思考習慣の総称で

ある札制度概念を直接用いていなかったとはいえ、

各地域特有の諸アクター照の関係構造や歴史的な慣

習や文化を重視してきた日本の地域研究者にとって、

制度はそれほど新鮮味のある概念ではないだろう。

しかし近年の制度研究においては、制度多様性や制

度変化プロセスの類型化、比較制度分析の定量的・

定性的手法の精紋化、制度変化の政策論など、急速

に研究蓄積が進み、社会科学の諸研究に幅広い影響

を与えている(例、 Acemoglu& Robinson 2012 ; 

Aoki 2010) 2)。我々は、国際的な制度研究の蓄積に

対して、どのような評価をし、発信していくのか飼

われている。筆者は、それらに学びながらも、地域

経済研究への単純な適用ではなく (f制度の地域経済

論J)、制度論の到達点に対する貢献も視野に入れな

がら、地域経済学に固有の制度アプローチとして発

展させることが重要と考える (f制度の地域経済学j)。

本論でも紹介するように、欧米の経済地理・地域

経済研究では、進化論的経済地理学や地理的政治経

済学、ローカル・ガパナンスアプローチのように、

制度論の研究成果を積極的に吸収しようとする試み

がある。他方、日本においても、中村 (2004; 2008a ; 

2011 ; 2012a ; 2012b)の「主体重視の発展論的で
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動態的な比較地域制度アプローチ」や佐無回 (2012)

の「地域存生の比較制度アプローチjのように、地

域経済学の発展を求める立場から独自の比較制度研

究を展開させようとしている。また、制度概念につ

いてもユニークな規定がある。例えば、中村

(2008a ; 2012a ; 2012b)では、人々の行動を定型

化し制約する伝統的な制度理渦平の有用性を認めた上

で、経路依存約な既存の制度構造を前提としつつも、

人々の期待や思考に変革を起こし、諸主体の潜在的

可能性を拡げるような発展指向の「制度的な工夫や

仕掛けJの意義に注自している。そして、こうした

実験的試みが地域でこそ可能になり、ひいては、一

国経済の発展にもつながるとする仮説が事例分析を

通じて実証されつつある 3)4)。これによって、制度

は餓単に変わらないので、伝統的制度に(負の)ロッ

クインしている衰退地域は衰退し続けてしまう、な

らば既存制度の構造を破壊する f制度転換による経

路切断J(例、移行経済論におけるピックパン・アプ

ローチ、地域多様性に配慮しない万能的な

One-size-fits-all型の地域開発政策)しか打開策は

ないとの通説に対して、地域レベノレの制度的な仕掛

けによる「制度拡張による経路修正Jという新しい

地域政策の可能性が明らかとなった。地域経済研究

においても、制度研究の到達点や「制度の地域経済

論」を越えようとする試みが始まっている。

次節では、制度論に学びながら独自の展開を試み

る地域経済研究の諸瀬流について、進化論的経済地

理学を中心に検討しながら、 CRIAの意義を浮かび

上がらせたい。続く第 3節では、 CRIAの枠組みを

整理したうえで、先行研究を参考にしながら、 CRIA

の視点を通じて切り拓かれる地域政策の方向性につ

いて論じたいと思うゆ。

2.地域経済研究における制度的アプローチ
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制度般に関する研究は、国民経済や地域経済、

企業レベノレなど多様な分析単位を対象とするが、制

度と経済及び産業の感衰の関係に注目する研究は、

国民経済を分析単位に据えることが普通である。例

えば、資本主義の制度的特性を自由主義市場経済(典

型国米国)と調整型市場経済(典型国 ドイツ)

の理念型に分類できるとし、前者が革新的イノベー

ション型産業(伊ij:ICT、製薬ノミイオ)、後者が漸進

的イノベーション型産業(例、輸送機械、機械工業)

の成長に有利に働くとした Ha!l& Soskice eds 

(2001)、社会的コンフリクトの視点、を組み込んだ制

度動態論を理論的に構築する一方で、 Ha!l& 
Soskiceよりも包括的な比較制度領域を設定し、定

量的手法によって 5つの資本主義タイプを抽出した

Amable (2003)が挙げられる(参照、安孫子 2012、

III部)。これらの比較資本主義U研究は、概して、地

域レベノレの比較制度研究に対して否定的である。一

国制度を重視する理由として、多くの経済制度が各

国に特殊的な発展経路によって条件づけられている

点や、国家によって公布される法規・規制、各種政

策決定による影響力が強調されている。

経済成長や貧困と近代的諸制度の関係について、

理論分析と計量経済分析を穣み蓑ね、研究成果を一

般向けに整理した DaronAcemogluと James

Robinsonの書籍陥lVNations Fail: The αn泊18

olPowe.耳Pro.ξpe口iy， and Povertyが話題を呼んで

いる (Acemoglu& Robinson 2012)。なぜある国は

繁栄しある国は貧困であり続けるのか。その根本要

因が各国の制度であり、持続的な経済成長には、自

由で開放的な経済制度 (f包括的な(inclusive)経

済制度J)とその基礎となる中央集権化され多元的な

政治制度(f包括的なE灯台制度J)が必要であるとす

る。他方で、長期的な経済停滞をもたらす制度が、

特定の社会集団から収奪し、別の集団に利益をもた

らす「収奪的 (exclusive)経済制度J(例として奴

隷織や中央計画経済が挙げられている)、および、絶

対主義をはじめとする権威主義的な独裁制を意味す

る f収奪的政治制度Jである。これらの枠組みを商

欧諸国や日本の近代{と、朝鮮半島の南北比較、北米・

南米・アフリカ地域の植民地化と独立、ソ連や中国

の社会主義経済など豊富な事例をもとに論じられて

いる。もっとも、中国のように、収奪約な政治制度

の下で包括的な経済制度の導入を進めて高い経済成
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長を実現，している例もある。彼らによれば、こう L

た霞では、創造的破壊に対する既存利害による抵抗

が強いため、経済発展の創出は難しく、持続的な成

長は見込めないと繰り返し述べている。政治制度と

経済制度の相互関係や、包括的な制度と収奪的な制

度への分類、歴史的・偶然的に形成された諸制度が

現代の国民経済の成長を規定し続けている点など、

必ずしも斬新な制度視点とは言えないが、シンプノレ

な分析枠組みにもとづいて、理論分析と計量経済分

析を積み重ねた実証研究として高い評価を得ている。

アセモグノレ等の一回制度分析の場合、国家として

のまとまりに欠き、地域的・民族的な対立が繰り返

され、深刻な貧困問題を抱えている聞や地域の状況

を説明するのには役立つかもしれないが、包括的な

政治・経済制度を有するとされる先進諸国の場合は

どう方弘西欧諸国や米国、日本、等々の間で経済の

質的・量的パフォーマンスに差が無いと言うのは無

理があろう。また、問書の中で、明治維新以降の日

本における包括的な政治・経済制度の生成と経済成

長に言及されているが、果たして、そのような単純

な理解で良いか。例えば、戦後の成長主義的な地域

開発の論理を受け入れて、地域によっては、政治・

経済制度(および、地域社会の諸制度)の収奪的性

格は強まり、一時的な成長と長期的停滞に陥ったこ

とも事実である(例、中村 1971; 2012a)。これに

よって東京のような一部の大都市経済の成長が支え

られた側面、また、中央政府主導による画一的な地

域協発政策が繰り返された結果、多様な活力ある地

域を基礎とした国土橋造の形成に失敗した点など、

国民経済と地域経済の動態的な関係に配慮すること

が重要であろう。

包括的制度の代表聞として紹介された米国につ

いても、地域レベノレの制度構造に目を向ける必要が

ある。例えば、 2013年 7丹、連邦裁判所に破産申

請したミシガン州デトロイト市(伺年 12月 3日、

連邦破産法9条適用認可)が財政危機に陥った背景

には、基幹産業としての自動車産業の停滞や強い労

働組合、年金未払い額の増大といった表面的な理解

を越えた地域の構造的問題が見え隠れする(西山

2012 ;矢作 2013;ブラウンリ-2013)。デトロイ

ト市は、1950年代以降の産業空洞化と郊外化の過程

において、白人およびアフリカン・アメリカンの中

間層が市外へ移住する一方、アフジカン・アメリカ
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ンのボトム層による都市スラム化が深刻化した(市

人口、 1950年 185万人(白人 83.4%、アフリカ

ン・アメリカン 16.2%)、2010年 71万人(白人:

7.8%、アフリカン・アメリカン:82.8%)。その背

景には、奴隷制や人種差別の負の遺産、白人優遇の

住宅政策・租税政策と反発、劣悪、化する社会サーピ

スと租税負担をめぐる対立があり、そして止まらぬ

郊外化がさらに地域社会の分断化を助長してきた。

郊外化をめぐる都市間対立を調停するには、広域地

域連携の仕組みをつくり、例えば、資産税の再配分

制度(タックス・シェアリング)のような制度設計

が有効となるが、地域社会の分断構造を乗り越える

ような試みには至らなかった。中高所得j替の脱出に

加えて、頼みの大企業も経営再建を進めており、税

収減が収まらず、地域政治の秩序形成能力は奪われ

ていった。結果的に、債務負担の大幅な縮減を求め

て、財政破綻処理という選択がなされた。包括的な

政治・経済制度を形式的に有していたとしても、地

域社会の対立的で分断的な構造の下では、期待した

ような制度の実効性を得られるとは限らないω九

次に、中国の例に言及しておこう。同国の政治経

済システムについて、政府による強力な経済介入を

強調して「国家資本主義」と名付けたり、権威主義

的政府と市場経済の結合、および、計商経済から市

場経済への漸進的移行に注目して rr，告発独裁モデ、ノレ
+判事進主義モデノレj として捉えるなど、ー図的レベ

ノレの特徴づけが盛んになされてきた。一方で、加藤

(2013)は、国有経済下の激しい市場競争や政府の

企業的行動、政治的腐敗、地域政府聞の激しい競争

など、一般的な経済学からすれば盤台性をもたない

「媛昧な制度」であっても、それらが上手く相互作

用しながら経済成長してきた点に中医型資本主義の

特徴を見いだしている。その上で、アセモグノレ等が

指摘した収奪的な政治制度と包括的な経済制度によ

る成長の持続不可能性に対して、基本的に合意しつ

つも、中国の歴史的経路依存性を踏まえた上で制度

改革を検討する必要性があるとした。その僚として、

中国の地域多様性に着目し、地域ごとに異なる制度

や規制を並存させるような制度設計の可能性に言及

してし、る (pp.252-4)。この{也にも、 Zhang&Peck

(2014)では、 Hall& 80skice eds. (2001)のような

国制度アプローチを批判しつつ、中国主主資本主義

のサブ'モデノレが地域レベノレで多様に存在することを
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示している。また、伊藤 (2013)が中国の沿岸部か

ら内陸部へと進む地域不均衡成長の傾向を計量経済

分析によって明らかにしているように、両国経済の

分析には、地域開の成長段階の差異に配慮すること

が必要となる。

他方で、越境M&Aや合弁事業を通じて世界的な

企業へと成長する中国企業の実験を通じて、中国経

済の漸進主義を支えるような独自の制度や戦略が生

まれてくるかもしれない 8)0 通信インフラ・端末事

業において急成長する華為技術有限公司 (Huawei)

は、アジア・アフリカ・欧州の通信インフラ市場で

急速にシェアを拡大しつつ、端末部門においても新

興国市場で頭角を現している。問中土は、多極化する

グローパノレ経済構造の恩恵と弊害に対応しながら、

新たな成長活路を見いだしている。 2012年 10月、

米国において、同社製の通信機器に対する安全保障

上のリスクが報告され、米国(およびカナダ、オー

ストラロア)市場からの事実上の撤退を余儀なくさ

れた。その一方で、中東・アフリカ市場を開拓する

とともに、中国経済との市場的関係を強める欧州経

済の弱みも手伝って、欧州市場でシェアを拡大し、

R&D拠点としての重要性も高まっている。同社は、

従来から中医籍社員を優先したインセンティブ制度

(例、従業員持株制度)を拡充してきたが、欧州を

はじめとする海外拠点の重要性が高まるにつれて、

総時、海外従業員にも適沼枠を拡大する試みがはじ

まり、社内共通のインセンティブ制度の下で、グロー

パノレな人材活用を進めようとしている。

2010年にスウェーデンの Volvo社を買収して話

題になった斯江吉利控殺集団(傘下の大手自動車

メーカー.吉利汽車/GeelyAu柏田ob江e)の事例も

挙げておこう。買収発表以降、羽音f工吉利は、 Volvo

のブランドイメージやスウェーデン社会に埋め込ま

れた同社の技術開発能力を維持し習得するために、

当初の強引な企業統合を修正して漸進主義を採用し

ている。断江吉利の傘下に入った Volvoに対して、

出遅れた中国市場における成長機会を提供する一方

で、淑江吉利は、 Volvoの高度な安全技術や設計ノ

ウハウを学習しようと、 2013年 9月にスウェーデ

ンに Volvoと共同で R&DセンターChinaEuro 

Vehicle Technologyを設立した。そこでは、商社の

部品共通化を進める研究開発や吉利汽車の人材育成

が進められている。
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ここまで、 Acemoglu& Robinson (2012)の枠組

みを例にとって、一国制度分析にとどまらず、地域

レベノレの政治経済社会制度の分析、あるいは、企業

レベノレの制度や戦略分析の必要性を説明してきた。

制度多様性や制度進化は、国民経済の制度構造に規

定されつつも、それを越えて、多層的なスケールで

生じていると言えよう。もっとも、地域経済学を独

自の学問領域として発展させようとするならば、多

層的な制度進化論を越えて、一国約制度・企業制度

研究に対してもインパクトを与えるような、より普

通的な意義を有する地域制度アプローチの構築が重

要となる。これに対して、筆者は、既に、進化論的

経済地理学 (EvolutionaryEconomic Geography : 

以降 EEG)や地理的政治経済学(Geographical

Political Economy)、ローカノレ・ガパナンスアプロー

チ (LocalGovernance Approach) といった、制度

重視の地域経済研究の諸潮流に学びながら、地域経

済学に厨有の制度アプローチとして、比較地域制度

アプローチ(CRIA)を展望する試みを行っている

(遠藤 2012a)。ここでは、本特集号にて EEGを

取り上げた外炉保氏による評価との比較も可能と考

え、本稿では改めて EEGを検討し、切り結びなが

らCRIAの特徴を描き出すことが有益と思われる。

EEGとは、進化経済学や進化論の知見にもとづい

て、「経済の(空間的な):景観j(economic landscape) 

の歴史的変容を説明するとともに、経済を空間的に

理解することの意義を明らかにしようとする経済地

理学の新たなアプローチである (Boschma& 

M町 t恥 2010、p.6)。その君主要文献の一つに数えら

れる Boschma& Fre叫cen(2006)の分類に従えば、

中立的 (neu廿aJ)で抽象的な空間や効用最大化主体

を仮定し、演緯的な窓閥均衡分析を行う「新古典派

経済地理学j(伊j、新経済地理学)、具体的な実質(reaJ)

空間分析を重視して、ノレーノレ追従約で地域文脈依存

的な諸主体の行動を仮定し、主に、静態約分析によっ

て場所依存的 (placedependent)な経済活動を明ら

かにしてきた「制度派経済地理学J、そして、満足化

原理に従うとともに、ミクロレベル(企業)の文脈

に左右される主体を想定し、演緯法と帰納法を組み

合わせながら中立空間から実質空間への変化を捉え

(後述)、経路依存性を有する経済システムの進化と

地理の関係に関心を寄せているのが EEGの特徴と

した叱

EEGのハンドブックを編纂した Boschma& 
Martin (2010)によれば、 EEGの分析枠組みの骨格

は、「経路依存性理論J、f( 般化された)ダーウィ

ン進化論J、f複雑性理論」から成る。複雑性理論に

関する展望として Martin& Sunley (2011)の試み

があるが、ここでは、研究蓄積の進む前二者に注目

して検討することが有益であろう(外伊保 2012)。

f新古典派経済地理学」では、経済活動の空間的

編成パターンに経路依存性仮説を導入することで、

新古典派理論に歴史の問題を取り込もうとする。す

なわち、複数均衡の下で、特定の地域が経済活動の

拠点、として選ばれる要因は、初期条件、あるいは、

何らかの歴史的な偶然性である。偶然的な小さな出

来事であっても増幅すると、空間的形態における収

穫逓増効果が発生し、他地域への立地分布に対する

競争的な排除性が高まり、経済活動の空間分布は固

定化する。こうした均衡論ベースの空間的経路依存

性仮説に対して、 RonMartin (2010)は、空間構造

の継続性や安定性の説明に優れていても、均衡的状

態から非均衡的状態へ、そして、新しい均衡的状態

へと至る動的プロセスをうまく説明できない点、外

生的ショックによる経路転換論を越えて、地域諸主

体による内生的な漸進的変化を描けないという問題

を指摘した。その上で、事l度や技術、産業が内生的

に局所的に変化する現実を踏まえて、リアリティの

ある経路依存性論を構築すべきとした。そのヒント

として、歴史約制度論 (historical阻 stitutionalism)

や社会学的制度論 (sociologicalinstitutionalism) 

の研究成果に学ぼうとしている。未だ実証研究とし

て結実していないが、 Martin(2010)の中で、

Simmie et al. (2008)における英国の比較地域産業

研究を素材とし、制度変化論の知見を踏まえて再解

釈する試みがある。

他方で、経路依存性論や進化論の諸概念(例、複

製、模倣、多様性、淘汰)を組み合わせながら、理

論・実言正論文を精力的に発表しているのがユトレヒ

ト大学の RonBoschmaである。まず、経済活動の

空間的編成プロセスに関する彼らの分析モデノレを説

明しよう。Boschma(2007)やBoschma& Frenken 

(200ω によれば、新規産業の空間的な進化を理解す

るには、 Storper& Walker (1989)の「立地機会の

窓j (Windows of Locational Opportunity :以降

WLO)モデノレが有効だという。「新古典派経済地理
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学Jの場合、中立的な空間を想定し、偶然的な出来

事を契機として、特定地域への産業集積が進むと考

えられているが、 WLOモデルでは、新規産業の出

現に対して空間は完全中立的ではない。産業の初場

段階で必要とされる汎用性の高い知識やインフラ条

件を満たす地域、または、それらと技術的弱連性の

強い産業分野の蓄積 (f関連のある多様性j (related 

V世 ieties))を有する地域が立地上有利であり、そ

れらの地域間で空間は中立的と考えられる。以上の

(条件付きの)中立約空間において、産業成長の経

路を左右するものは、初期段階において、幸運にも

企業からスピンオフ連鎖が相次ぐこと(革新約な企

業内ノレーティンが複製・模倣されていくこと)、ある

いは、集積の経済(例、知識のスヒツレオーバー)が

うまく働くかのいずれかであり、実証研究にもとづ

けば、前者が特に重要であるという(実証例、

Boschma & Wenting 2007 ; Klepper 2002)。以上

のような地域間淘汰プロセスを経て、立地機会の窓

は徐々に閉じられ(産業展開の場所依存性が強まる)、

空間の中立性は失われていくと説明した。新規産業

の空間的展開過程を考えると、「制度派経済地理学j

の強調する場所依存性よりも、まずは、(企業あるい

は企業由来のノレーティンの)経路依存性に対する理

解がカギになるという (Boschma& Fre凶日n2006，

p.290)。
はたして、このような企業行動に関する固定的な

理解や企業中心的な進化経済学的アプローチによっ

て、産業の空間的編成や集積の進化を捉えることが

できるのか、疑問なしとしない。第一に、ノレーティ

ンの源泉となる企業を分析単位として強調している

が、企業潤て多様なんーティン創出プロセスを探求

することなく、進化経済学の知見をそのまま適用し

て「企業が重要Jということを前提にモデノレが構築

されている(参照、 MacKinnonet al. 2009)。その

ため、新規産業の空間編成を決定づける企業のスピ

ンオフ連鎖については、予測不可能(偶然的な出来

事)として位置付けられる。しかし、例えば、多く

のスピンオフ企業を生み出したストッタホノレムの

Ericsson社 (Casper2007)やポートランドの

τ'ektronix社 (Mayer2011)の場合、母体企業が子

企業との聞に Win-Win関係を見出し、スピンオフ

を促す企業レベルの戦略的な制度措置が講じられて

いる。長山 (2012)における静岡県浜松市の光電子
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産業を意引する浜松ホトニクス社発のスピンオフ連

鎖の例も示唆的である。その背景には、企業内で新

たな専門的一般知識の習得を可能にする呉質な実践

的学習コミュニテイの形成(進化論で言えば「突然

変異j)、および、企業の経営方針と社内コミュニティ

の対立(消接的スピンオフ)と協調(積極的スピン

オフ)があった。他方で、ノキアの研究開発拠点と

して活躍した北部フィンランド・オウノレの場合、同

社の成長と ICT産業の集積進化を支えたのは、ノキ

ア発のスピンオフ連鎖ではない。むしろ、ノキアと

地域経済の協調的発展を戦略的に築き上げてきた大

学や公的応用技術研究所に端を発する新興企業群で

ある(次節参照，遠藤 2012b)。以上のように、企

業戦略や企業組織の内的動態分析を抜きにして企業

と産業および産業集積の進化を論じてしまえば、「偶

然的な出来事」に頼って、リアリティに欠いた地域

経済論となってしまうのではないか。

第二に、新規産業の進化プロセスにおいて、地域

の多様な環境条件や地域の主体的なマネジメントの

可能性を度外視してよいのかという疑問がある。

WLOモデルによれば、新規産業の求める汎用性の

高い知識やインフラ条件、および、関連産業の蓄積

といった条件のよに、産業展開に対して空間は中立

的である。今日では、こうした一般的な産業支援的

な立地条件に加えて、仕事能力の形成機会、刺激的

な都市的環境、自然へのアクセス、社会参加の機会、

安心・安全の生活環境など、もっと幅広い地域環境

条件に考慮する必要があろう。また、 EEGの仮定す

るような空間的中立条件の下でも、現実の地域には、

主体的な7 ネジメント能力を発揮しながら、創造的

な制度約仕掛けを講じることで中立条件を突破して

いく可能性を秘めている。例えば、ソーラー・シティ

として有名なドイツ・フライブノレクの事僚が示唆的

である。大企業の立地や近代工業の蓄積も弱い周辺

的地域条件の下で、専門家集団としての市民団体や

市営電力会社を推進主体として、産業ではなく環境

優先の地域戦略が進められてきた。所有権制度に切

り込みながら自立性の高い地域電力供給体制を構築

し、他方で、ドイツ全土よりも厳しい先進的な環境

基準を設定し、エネノレギー消費型の需要構造を改革

し(環境配慮型電力の供給を推進する市営電力会社

は、原子力エネノレギーや連携電力会社に対してシェ

アを拡大することで成長)、エネノレギー自治を実現し
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ょうとしている。また、その過程において、エネノレ

ギー関連サービス企業が集積し、一定の雇用創出効

果を生み出している(佐無田 2008)。先に言及した

フィンランド・オウノレの場合、先端有力産業の基礎

を持たない北部地域の制約下、一度は企業誘致によ

る外来型開発の道を歩みながらも、地域的な制度約

仕掛けによって、多様な新興企業が殺生するノキア

に依存しない地域経済が形成されている(遠藤

2012b)。他にも、日本の事例として、石川県金沢地

域が挙げられよう。金沢の工業化は、工業化の基礎

に乏しい地方都市という一般的条件の下で、参入可

能性の高い輪出羽二重の生産からはじまった。イノ

ベーター達の競争と協働や外部環境の変化に対する

組織的対応を通じて地域的優位性を築き上げるとと

もに、成長過程を通じて形成された地域内産業連関

によって、機械工業や部品・加工メーカー(共通底

辺産業)が誕生し、産業の多角的成長を実現した(中

村 2004)。
もちろん、すべての地域で創造的な制度的仕掛け

が講じられているわけではない。その意味で、「制度

派経済地理学Jが地域特殊的な制度の意義を「前提

とする」傾向があるとの Boschma& Frenken 

(2006; 2009)の批判も理解できる。これに対して、

まずは、地域一般に存在する諸制度(地域制度、

institutions in a region) と産業進化に対して特別

な支援を可能にする地域特殊的な諸制度(地域的制

度、 regionalmstitutions)といった、関連概念の一

般規定と特殊規定による区別が有効になろう。ただ

し、こうした概念的な工夫が可能だとしても、制度

重視の地域経済学にとって後者の意義が重要である

ことは言うまでもない。こう述べると、EEGからは、

定君主・法員IJとして一般化されていない地域経済の発

展現象を過度に重視しており、価値中立約であるべ

き科学において、価値判断を持ち込んでいると批判

されそうである(参娘、中村 2012b，pp.2喝)。確か

に、制度重視の地域経済学の場合、筆者の依拠する

CRIAを含めて、シリコンバレーやオウノレ、金沢の

ような少数の成明王例から大いに影響を受けて、地

域経済の潜在的可能性に注目してきた。その上で、

地域経済の発展的再生に、現代社会における諸問題

の突破口を見出そうとしている。しかし、それは単

に、地域経済論の殻に閉じこもって、成功事例の意

義を論じてきたわけではない。ミクロ(企業)や7

クロ.(国民経済)レベノレの諸問題が先進的かっ具体

的に現れる「現場Jとしての地域経済に注目し、企

業・産業別の多様な動態や垂直的国土構造の課題な

ど、個別地域を越える諾論点を浮き彫りにしてきた

(例、中村 2日04; Saxenian 1994)。あるいは、ミ

クロ的マクロ的な制度構造を地域レベノレの制度実験

によって突破する意義と可能性や(遠藤 2012b;中

村 2008a; 2008b ; Crouch & Voelzkow eds. 2010 ; 

Kristensen & Lilja eds. 2011)、地域的制度と全国

的制度の相互約な制度進化を提示するなど(遠藤

2012b;中村 2004)、分析および発展の単位として、

地域経済の普通的意義を解明しようとしてきた。す

なわち、根拠となる事例地域を基礎に、価値明示的

な地域経済学から入って、経済学の諸領域に及ぶ一

般的意義を実証約に明らかにすることで、価値の共

有化を進めていく点に方法論上の特徴がある。

付言すれば、産業の空間編成分析の事例として

Boschma & Wenting (2007)が取り上げた英国自

動車産業の形成期(1895 年~1968 年)とは具なり、

現代は、世界中でプロダクト・イノベーションが頻

出し、製品アーキテクチャのモジューノレ化も進展し

て多様なモノづくり企業が誕生し、模倣やキャッチ

アップも比較的容易な時代へと突入している。新た

なイノベーションのアイディアは、企業間関係や産

学連携、地域の起業家コミュニティなど、多様な空

間で生じており、企業も外的資源マネジメントを重

視する傾向にある。企業がノレーティンの生成や複製、

保持の重要単位であるとしても、新規産業の動態的

空間分析において、その閤定的な枠組みは、むしろ

客観性を欠いてはいないだろうか。

第三に、産業進化経路を理解するキ一概念として

「関連のある多様性」論が提起されている。 f関連の

ある多様性」論の基本アイディアは、 7-シヤノレ型

特化経済とジェコブス型都市化経済の両者の限界を

乗り越えることにある。前者の場合、経済主体の高

い同質性と異質性排除によってイノベーションが停

J帯する可能性があり、他方で、後者の場合、関連性

のない産業荷ではスヒ勺レオーバー効果も乏しく多様

性の意味が暖味だと批判する。そのため、技術的な

関連性のある多様性こそが地域経済や産業発展にイ

ンパクトをもたらすと指摘した。「関連のある多様性J

に隠する計量経済的研究によれば、企業のスピンオ

フやスピノレオーバー効果を向上させる点や

明 34-
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(Boschma & Wenting 2007)、地域の雇用や付加価

値などのマクロ約経済指標に対する効果 (Boschma

& Iammarino 2009)が確認されている。また、地

域政策のツーノレとしても期待が高まっている(例、

Asheim et al. 2011 ; McCann & Ortega-Argil白

2013)。

筆者は、 f関連のある多様性J論の意義は、概念的

枠組みの斬新さというより、計量経済的な実証研究

の精度と蓄積にあると考えている(遠藤 2012a，

p.51)。伺理論の考え方自体は、必ずしも目新しいも

のではないし、これらの一連の研究は、産業進化に

関する重大な疑問に答えてくれない。 Saxenian

(1994)が指摘したように、豊富な技術的資源の蓄積

がみられたボストン・ノレート 128地域において、な

ぜシリコンバレーで観察されたようなスピンオブ連

鎖や集積の経済が十分に働かなかったのか。その問

題を解くには、産業システムの差異に注目する比較

制度的視点が欠かせない。すなわち、専門化した企

業同士の競争と協力関係や企業を越えた人的ネット

ワークを基礎とする地域ネットワーク型産業システ

ムに対して、垂直統合企業を中心とする独立企業型

産業システムの場合、「関連のある多様性」の蓄積単

位は、地域というより、企業や企業グループである

ことが多い。その場合、 f関連のある多様性Jがある

のに新規産業の創出や産業の多角化に成功しないか

もしれない。したがって、「関連のある多様性J原理

の普遍性を単に主張するのではなく、産業システム

や集積の質的構造といった媒介的視点、を設けて検討

した方が現実的と恩われる。

計量経済分析を通じて「関連のある多様弛j の経

済効果が確認されたとしても、それは事後約な説明

であって、将来どの産業が技術的関連性をもって新

規産業の創出に貢献するのか予想することは難しい。

この点は、「関連のある多様性」を政策化しようとす

れば、重要な問題である。それは「市場のみぞ知るJ

ことなのか、あるいは、何らかの政策的な誘導措置

を提示することが可能か。Bo田 hmaを共著者に含む

Asheim et al. (2011)やMcCann&Or胞ga-Argiles

(2013)の場合、企業・産業横断的な一般的技術

(generic technology)として ICT技術(他にも、

バイオテクノロジー)に注沼し、今日では、これが

「関連のある多様性Jの中でもポテンシヤノレの高い

技術として昔引i面されている。だがその場告も~"ICT 
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技術の標準化・モジューノレ化が進んでいるとはいえ、

産業部門(セグメント)によっては、企業特殊的な

ICT技術の蓄積を優先する企業もあるだろう。また、

ICT関連の技能や知識の(専門的)一般化が進むに

つれて、様々なインセンティブ設計によってコア技

術者を固い込もうとする企業が増えていくだろう。

この点を踏まえると、 ICT技術にもとづく新規産業

の展開や産業多角化の可能性を単に指摘するだけで

はなく、企業横断的技能・知識(例、ソフトウェア

原発凋連)の溜得機会を地域戦略として制度化した

り、そこにオウノレのように大学や公的応用技術研究

機関を活用したり、あるいは、有穏な技術者の起業

を促進するようなリスク軽減策を設計するなど、制

度戦略として発展させていく余地があるのではない

か(遠藤 2012a; 2012b ;中村 2012c)。

以上のように、地域経済の動態や多様性の解明、

および、リアリティのある制度設計論を構想するな

らば、EEGの研究成果や制度論的視点を発展させな

がら地域経済学を論じていく必要がある。本稿の場

合、その方向に向かって、市1)度論的地域経済学ない

し CRIAを確立することが重要と考える。最後に、

本稿で検討した EEGに加えて、類似するアプロー

チとして、地理的政治経済学やローカノレ・ガパナン

スアプローチ、そして CRIAの方法的特徴を表 1に

まとめておくので参照されたい。

3 比較地域制度アプローチによる地域政策

論に向けて

ここまで、一国的制度アプローチや EEGの検討

を通じて、断片的ながら、 CRIAの考え方を説明し

てきた。 CRIAは、地域経済の多様性と発展動態に

隠する実在研究をもとにして、ザイン(存在)とゾ

ノレレン(当為)の両者を大事にしながら、現代社会

における地域経済の可能性を解明しようとする地域

経済学の立場にたつ。その上で、 CRIAの研究は、

各地域に固有のガバナンス構造や制度・制度的仕掛

けに注隠し、歴史約(例、形成期・確立期・展開期・

再編および発展期)・空間的比較地域制度分析を通じ

て、その発展論的意義の解明と政策論の構築を試み

ている。こうした方向性は、 EEGを代表する Ron

M町 tinの問題意識と重なるし、 RonBoschmaの研

究とも多くの接点がある。また、資本主義の地理的

不均等発展の解明に加えて、地域主体の戦略的な剥
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Crouch & Voe回、:oweds. (2010) 

事例研究、計量続前分針

MacKinnon et al. (2田9)

口Jmbcrs& MacK.innon (2011) 
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Boschnn & Frenken (2ぽ同
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中村(2脳，却12b)主な文献

注。遠藤 (20120) に依拠。
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度設計によって、地域の外的な構造的圧力を突破す

る可能性を探し始めた「地理的政治経済学J(例、

Birch 2011 Cumbers & MacKinnon 2011 

MacKinnon et al. 2009 ; Pike et al. 2009)、一国レ

ベノレの制度多様性に加えて地域レベルで特殊的なガ

パナンス構造や制度が進化する実態とその意義に関

心を寄せる「ローカノレ・ガパナンスアプローチJ(例、

Crouch et al. eds. 2004 ; Crouch & Voelzkow eds 

2010)など、制度重視の諸アプローチと問題J意識を

共有している。

CRIAを牽引する中村 (2012a; 2012b)は、地域

の政治・経済・社会・文化・環境の相互作用が地域

間有の政治経済システムを形成し、その上に多様な

経済社会の発展が築かれるという中村 (2004)の構

想を踏まえて、制度論・制度派経済学の潮流と交流

しながら、より政策論指向の「主体重視の発展論的

で動態的な比較地域制度アプローチj を提唱した。

その呼称が示唆するように、伺氏の CRIAは、抽象

的な経済合理的プレーヤーによる(シュンベーター

的な意味で)循環約で最的変化の研究にとどまる静

態約制度アプローチと区別されている。すなわち、

一般的な意味での制度(人々の行動を定型化し制約

するものとして)に加えて、既存の制度構造を前提

としつつも、人々の期待や思考に変革を起こし、諸

主体の潜在的可能性を拡張するような発展指向の

f制度的な仕掛けJ(制度拡張による経路修正)の意

義を強識している。また、佐無回 (2012)はCRIA

を参考にしながら「地域再生の比較制度アプローチ」

を論じている。資本蓄積構造による規定、主体論と

しての対抗勢力の動態、地域ごとに多様な紛度設計、

の三つの領域の相互関係を比較分析の基軸として、

地域的制度の役割や地域再生の多様性を論じるとと

もに、国民経済に代わる社会統合の単位として、地

域の可能性を明らかにしようとしている。

筆者は、 CRIAの枠組みを整理しながら、地域的

制度拡張による経路修正を実証的に論じるとともに、

特定地域の創造的な制度革新が地域単独の発展を越

えて、多層的な空間スケーノレで影響を持ちうること

を示そうとした(遠藤 2012b; 2012c)。こうした実

証研究を積み重ねることによって、地域レベノレの制

度実験を促進する地域政策(定義については間l注 5

を参照)の意義が明らかになるものと思われる 10)。

本稿では、以上の問題意識にもとづいて、'先行研究
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および筆者のフィンランド・オウノレ研究を参考にし

て、①地域的な制度拡張による経路修E、の事例を

紹介した上で、①を継起とする地域を越えた制度変

化として、②地域的な制度拡張から全国的制度へ、

③国家支援と制度学習、について論じていく。

(1)地域レベルの制度拡張による経路修正

「資本主義の多様性」理論を提唱した Hall& 

Soskice eds. (2∞1)によれば、産業ごとに適合的な

一国市1)度体系が存在するので、いずれの制度環境で

も望んだ産業の振興に成功するわけではない。例え

ば、市場の変化も急速で、プロダクト・イノベーショ

ンが繰り返されるような革新的イノベーション型産

業は、米国を典型とする自由な市場競争社会を支持

する制度体系の下で成長するという。日本経済のよ

うに独立企業型産業システムが中心となれば、コス

ト競争力や高品質製品の生産に優れていても、市場

への柔軟な対応やプロダクト・イノベーションの創

出が苦手なので、やはり、革新的イノベーション型

産業における成長は難しいと推測されるだろう。

これらの突破口はどこにあるのか。各制度領域の

あり方は他の串1)度領域のあり方と相互に際連してい

るので、部分的な漸進的制度改革はなかなか進まな

いし、スピード感に欠ける。そのため、構造改革に

よる全体的な制度転換に活路を見いだす立場が登場

する。しかし、急進的な制度転換による経路切断の

場合、漸進的改革に比較して莫大な制度調整コスト

が生じるかもしれない。何より、大きな抵抗を生み

出すので、これも実現可能性が低い。

一方で、地域有力企業の制度的な創意工夫を通じ

て、多様な製品開発企業が誕生し、地域の発展経路

の修Eが可能になった事例が報告されている。

Casper (2007)によれば、スウェーデン・ストッタ

ホノレム地域では、安定的な福祉国家制度の下でも、

同地域に本社を構える通信インフラ大手エリクソン

社による告1)度的工夫によって、 ICT関連の新興企業

が次々と誕生しているという。具体的には、再雇用

保障制度によって起業リスクを軽減するとともに、

企業横断的なソフトウェア開発規格の採用によって、

転職や起業のし易い地域環境が整い、結果的に、ス

ピンオフ企業が相次ぎ、草新的イノベーション産業

の成長が可能になった。また、米毘の地方中核拠長

({列、 Portland，Boise， Kansas City)におけるノ、ィ
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テク産業の成長を論じた Mayer(2011)においても、

地元大手企業や大手企業の分工場による起業支援的

な制度によって、地域内でスピンオフ連鎖が発生し

たことを報告している。前節で紹介した長山 (2012)

の場合、浜松や札幌を事例として、企業内のイン

フォーマノレな実践コミュニティにおける専門的一般

知識の習得活動がスピンオフ・ベンチャーの基礎に

なった点や、浜松ホトニクス社の例では、自ら大学

院の創設に乗り出して、戦略的に専門的一般知識の

形成を促し、起業リスク軽減策も設けることで、ス

ピンオフ・ベンチャーの誕生につながっていること

を実証している。

果たして、革新的産業に適合性の低い一層的制度

環境の下では、企業主導型の制度革新を待つほかな

いというべきだろうか。こうした企業内制度改革を

ヒントにして、特定企業を越えた地域的制度の設計

による経路修正の道を構想することはできないだろ

うか。例えば、公共政策によって企業横断的で移転

可能な専門的一般技能・知識の習得機会を設けたり、

製品際発段階に近い研究活動を行う応用技術研究機

関における起業活動を促進するなどして、地域に豊

富な就業機会と起業可能性を創出し、既存企業から

の転職や起業活動を誘導・促進できないか。こうし

た可能性を検討するに当たり、世界的な ICT産業の

研究開発拠点へと成長したフィンランド・オウノレの

事例が参考になりそうである。

フィンランド経済といえば、社会的安定性を震視

した福祉国家制度や積極的な教育・科学技術政策、

そして、同国を世界約な ICT産業の国へと押し上げ

たノキアの成長でもって特徴づけられることが普通

である。そのため、同国経済の成長もノキアのグロー

パノレ市場における成功があったからこそ可能になっ

たのであり、フィンランドの自律的な発展に対して

悲観的な見方が多い(例、 Sabel& Saxenian 2008)。

しかし、いずれも同国経済の発展動態を実証的に分

析せずに、表面的な理解に終わっており、国家レベ

ノレの科学技術政策に加えて、地域レベノレの産業発展

戦略による貢献を見逃しがちである。その最も示唆

的な例がオウノレである。

簡単にその発展過程を説明しておこう(遠藤

2012b)。北部フィンランドの辺境地に位置するオウ

ノレに ICT産業の芽が育つ契機となったのは、 1958

年に誘致活動の結果設立された国立オウノレ大学と向

大学教授鱒によるエレクトロニクス産業の振興戦絡

である。 70年代初頭、ノキアの協力的な大学となる

ことを条件に、 R&D機能を含む先端エレクトロニ

タス工場を誘致、ほぼ同時期にフィンランドの国家

約な応用技術研究所 VTTのエレクトロニクス研究

所の誘致にも成功し、基礎研究を担う大学との聞で

協働関係を築き上げた(地域的制度の形成期)。

80年代以降、オウノレ大学と VTTは、ノキアを中

心に産学連携を推進するとともに、その過程で培っ

たソフトウェア開発技能や知識を地域の新興企業に

移転することで、特定企業横断的な技能・知識を習

得した有能な人材や企業が地域に蓄積されていった。

VTTに関しては、地域経済への貢献を研究所のミッ

ションに組み込んで、研究員の再雇用保障による起

業活動のリスク軽減策を考案したり、先端開発設備

を地域の中小企業に開放するなど、製品開発段階に

近い応用技術研究所として産業振興の中核を担う組

織となった。他方で、ノキアについても、 80年代の

テPジタノレ通信機器の規格開発競争をリードするため

に、先端的なソフトウェア開発技術と人材を求め、

オウノレにおける R&D活動を拡大した。同社には、

オウノレ大学や VTTを卒業した地域振興への熱い思

いを共有する技術者が集まり、企業を越えた交流も

接んで、開発活動の外注を通じて地域の新興企業の

成長を支えながら、間社の成長を築き上げた(地域

的制度の確立期)。

90年代半ば以降になると、デジタノレ通信機器開発

に成功したノキアは、世界的な ICT企業へと成長し、

その過程でオウノレの協力企業もグローパノレな事業活

動を展開した。オウノレ地域では、起業活動を支援す

る公的リスク資本やノキアを退社したビジネスエン

ジェノレも徐々に登場し、オウノレ大学や VTT発の起

業活動についても継続して活発であった。その一方

で、ライバノレ企業の台頭やICT技術の規格・標準化

が進んだことを背景に、ノキアが独立閉鎖的な人材

マネジメント戦略を維持・強化したため、企業横断

的技能形成や起業支援制度など、労働市場の流動化

や起業を支持する地域的制度との聞に矛盾が生じた。

実際、優秀な人材の蓄積していたノキアから転職や

起業活動は活発化せず、人材の滞留状態が続いた。

もっとも、そうした状況においても、大手ネット企

業も参加する ICT製品の開発標準が普及し、幅広い

企業の参入可能性が高まると、オウノレ・ノキアから
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も先端分野の起業活動(一部は母体組織と非友好的

なスピンアウト)が増加しはじめた(例、Microcell

(1997年設立)、 MyOrigo(2000年設立))。これ

らの企業は、オウノレ発のベンチャーキャピタノレや地

域知識労働市場を活用し、ノキアのライハノレ企業の

仕様にも対応可能な標準技術と高い開発能力によっ

て市場シェアを伸ばし、中には、草新約製品の開発

に成功した例もある(地域的制度の展開期)

(pp.76-7)。

2000年代末、ノキアがスマートフォン市場で行き

詰まり、経営危機に直面した結果、ノキアの所有す

る特許の利用促進を目的とした NokiaInnovation 

Millプログラム (2009年)、および、同社のレイオ

フ社員の起業活動や転職を支援する NokiaBridge 

Programme (2011年)が創設され、自社内の資源

を開放することによって成長機会をつくりだすオー

プン戦略(アウトハウンド型オープンイノベーショ

ン)が本格化した。その結果、企業組織の制度と地

域的制度の関係は、矛盾段階から矛盾統合・発展段

階へと進もうとしている。2009年にオウノレの Nokia

Mobile Phoneに勤めていた際発要員 2，500人は

2013年までに 500人まで激減した。レイオフされ

た技術者の中には、ノキア特殊的スキルに限定され

ない一般化された ICTやソフトウェア開発スキノレ

を活用してすぐさま転職先を確保した。他方で、公

的リスク資本や地域ピジヰスエンジェノレ、流入する

外資系ベンチャー資本を活用して、アプリ開発や

ゲーム、福祉機器など多様な分野で起業がみられる。

図1が示唆するように、ノキアの本社が立地するへ

ノレシンキ近郊のエスポー、フィンランド第二の都市

でノキアの主力 R&D拠点のタンベレ (Windows携

帯開発の拠点へ)と比較すると、 2012年、オウノレの

開業数の増加は突出している。ソフトウェア産業分

野に限定すると、 2005年の企業数が 217社、 2009

年 297社、 2012年 399社となり、この 8年間でお

よそ 2倍に増加し、起業ブームの最中にある。また、

大手ICT企業が R&D拠点を進出させるなど、有能

な人材を求めて、外資系企業の立地も活発である(地

域的制度の再編期)。

オウノレの事例を通じて、フィンランドの社会的安

定性を重視する福祉国家制度の下でも、地域的な制

度拡張による経路修正が可能だということが明らか

になった。また、進化する地域制度環君主と閉鎖的人

企禁致
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図 1開業数・開業数の地域間比較

(ノキアの主な国内R&D地域別)
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材ポリシーを有するノキアの社内制度との矛盾が拡

大することによって、少数ながらノキア内からも挑

戦しようとする起業家を支援することにつながって

いる。そして、ノキアの経営危機に伴うオープン化

戦略とレイオフがはじまると、地域の諸制度と調和

しながら大量の起業・転職活動を生み出し、地域経

済の再編期から発展期への移行を可能にしている。

さて、ここまで、起業インセンティプや労働市場

制度、技能形成制度など、経済制度領域に直接かか

わる問題を扱った。成熟社会化の加速するポスト工

業化時代において、人々が物質的・金銭的な豊かさ

に加えて、精神的な授かさも含めた生活の質を求め

るようになると、都市政策をはじめとして、従来、

産業政策として認識されていなかった政策領域の意

義が高まる。米国オレコン州ポートランドを事例に

都市政策と知識労働市場の関係を論じたのが中村

(2004)である。米国は自由主義市場経済の典型匿

とされ、流動的な労働市場や直接金融制度といった

市場重視の諸制度に支えられてハイテク・ベン

チャーが幾生すると考えられてきた。しかし従来は、

シリコンバレーなど一部の地域に限られており、先

端的研究裂大学も無く、知識労働の担い手を地域で

自給して確保することが難しいポートランドのt呈合、

ノ、ィテク産業が育ちにくいという課題があった。こ

れに対してポートランドのTektronix佐は、 Intel

社の研究開発拠点の誘致活動を進め、域外から知識
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ワーカーを呼び寄せる戦略を考案した。ここに生活

の質を重視した都市政策を通じて形成される魅力的

な生活環境が土台となって、インテノレの知識ワー

カーを引き付け、企業というよりポートランドを愛

する地域主体を生み出し、同社からのスピンオフ企

業をポートランドに根付かせることに成功した。

前節にて言及した環境都市ドイツ・フライブノレク

の伊iも示脚甘である(佐無田 2008)。この地域にお

いて環境配慮型のエネルギー消費構造や再生可能エ

ネノレギーの生産活動が活発化した背景には、様々な

制度的工夫がある(例、電力消費量を抑制する電気

料金体系、太陽光発電装置の市民所有制度、等)。そ

の中には、連邦政府の制度的措置を地域レベノレで修

正を加え(例、連邦政府による再生可能エネノレギー

の買い取り価格基準への追加補填)、あるいは、連邦

政府に先駆けて厳しい環境規制を設けるなど(例、

低エネルギー建築基準、地域より緩和された建築基

準が遅れて連邦政府レベノレで制定)、一図的制度アプ

ローチでは捉えられない制度創造の現実がある。フ

ライブルクの事例は、全国的制度が地域レベノレで調

整されていく点、さらには、次項で論じるように、

地域レベノレの実験的試みによって切り拓かれた制度

基準が全匡的制度の参考にされていく制度進化プロ

セスの存在を示唆している。

(2)地域的な制度拡張から全国的制度へ

全国的な制度が医内地域において遍く影響を与え

ていると考えることは自然であるし、新しい制度は

国家レベノレの民主的プロセスを経て制定され、各地

域に普及するというトップダウン過程が想定される

だろう。他方で、現代社会の先端的な諸問題は f現

場Jとしての地域で兵体化するとすれば、これに対

応して、多様な地域てG多様な解決方法が考案され、

その経験が全国的制度へと採用されていくボトム

アップ過程の視点も必要ではないだろうか。

中村 (2008b)や Etzkowitz(2012)によれば、

大学や研究者による知的財産権の利用促進を目約と

した制度として、米国のパイドーノレ法(1980年成立)

が有名だが、問制度はいきなり一国的制度として登

場したわけではない。むしろ、スタンフォード大学

の立地する地域をはじめ、特定地域の制度実験には

じまり、その取総を政策的に支持するとともに、他

地域へと広めていくことを目的としてパイド}ノレ法

が制定されたのである。また、ベンチャーキャピタ

ノレ制度についても同様である。ボストンおよびシリ

コンパレー近辺の両地域で早くからみられたベン

チャーキャピタノレ投資は、伝統的な金融制度の基盤

を欠き、起業活動が旺盛なシリコンパレーにおいて

発展した (Kenney& Florida 2000)。長らくベン

チャーキャピタノレ投資はシリコンパレーに集中して

きたが、近年では、ボストンやニユ}ヨ}夕、オー

スティン、シアトノレ、サンディエゴなど、同属の主

要産業拠点へと広まりを見せており (Florida，R 

“'America's Lea仕ingMetros五orVenture Capital"， 
The Atlantc Cities， 2013.6.17.)、シリコンノくレーを

越えた起業支援制度として普及している。

再びオウノレの事例を挙げよう。先に言及した通り、

国立応用技術研究所 VTTのオウノレ支部では、地域

経済への貢献を目的として、数々の創造的な制度が

考案されている。 1980年代末、 VTTオウノレの役員

会において考案された起業活動に伴う再雇用保障制

度や民間企業の社員とパートタイム職員の兼職を可

能にする起業リスク軽減策はその代表例である。実

は、 VτTオウノレの成功が他地域の VTTでも参考に

され、現在では、 VTT全体の人事規定に組み込まれ

ている。具体的には、 2年程度の復月割高酋予規定と 1年

程度のパートタイム雇用の兼業制度があるという 11L

他にも、V廿オウノレで早くから実践されてきたオウ

ノレ大学との間に築かれた基礎研究と応用技術研究の

分業、オウノレ大学の若手研究者や博士課程学生の受

け入れ、先端的研究設備の開放など、今ではこうし

た取り組みはVTTの中で一般的となっている。VTT

オウノレは、全国的組織の一部でありながら、オウノレ

地域の諸主体との協働関係を重祝する地域的組織で

もあり、その分権約な制度実験による成功が新しい

全国約制度を生み出している(遠藤 2012b)。

その他にも、オウノレの産学技(応用技術研究所)

行連携による産業振興の経験は、政府関係者の熱心

な学習を通じて、 90年代初頭、専門約知識拠点を形

成する地域発展政策 Centreof島'pertise (COE) 

Programmeとして一般化(オウノレ・モデノレ)され

ている(遠藤 2012c)。その特徴を述べれば、複数

の基礎自治体を含むサブリージョン単位において、

大学や技術専門学校 (Universityof Applied 

Sciences、修士担当の学位を取得可能)、応用技術研

究所と企業の近接する集積拠点としてサイエンス
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ノぐークを設立し、地域的協働のもとに特定産業部門

への特化戦略を推進する成長拠点政策である。各地

域主体による拠点設立提案にもとづいて、外部専門

家委員会で評価し、政府が最終決定する。 1994年の

COE第一段では、 18の提案から 8拠点、が選出(オ

ウノレがトップ当選)、いずれも国立大学の拠点校を有

する有力地域であった。プログラムの資金源は、

COE地域に割り振られるうL常買の基礎的資金に加え

て、フィンランド技術庁やEU構造基金によるプロ

ジzクト資金に分けられる。COE資金源の多くは後

者の競争的資金である (99 年~2006 年、基礎的資

金が 52百万ユーロ、プロジェクト資金が 525百万

ユーロ)。第二段以降、対象選定地域は拡大し、複数

拠点参加の COEも設立され、2005年には 18拠点、

22COEが選定された。近年では、特定知識拠点と

して成長した各々の知識や技術を交流させ多角化を

進める COE拠点潤のネットワークが推進されてい

る。

一園内の地峨簡であれば、オウノレの例に見られる

ような共通の制度構造の上に制度的工夫を加えた経

路修Eの経験は、移転・学習可能性も高く、他地域

の制度変化を誘発するかもしれない。しかし、匿を

越えた地域的制度の学習・移転可能性を論じること

はできるだろうか。制度の画的な移転はあり得な

いというのが制度論の常識であるが、比較地減市1)度

分析によって制度的共通性と異質性を明らかにしな

がら、実行可能な政策論を展開できないだろうか。

その端緒的な試みとして、中村 (2012a;2012c) 

を紹介しよう。同論文では、震災復興の地域産業政

策を考える手がかりとして、 CRIAの考え方を導入

している。具体的には、企業誘致政策によって自動

車産業集積の進む東北経済の自律化を求めて、オウ

ノレの VTIに学んで、自動車の IT化や次世代エコ

カー、製造業のサービス化を視野に入れた IT専門

の応用技術開発センターの設立を提案している。両

地域の間には、大企業主導型の産業システムが主導

してきた両国・地域の制度的類似性、および、モ

ジューノレ化、ソフトウェア化の進む自動車産業と

ICT産業の必要とする技能・知識の共通性(企業特

殊的技能・知識から専門的一般技能・知識へ)とい

う、制度学習の一般的条件が背景にある。応用技術

研究所を基礎とする制度拡張戦略については、今後、

産業総合技術研究所や理化学研究所.(理噺ベン

チャー制度など、基礎研究活動に留まらない)、大学

付属研究所、各県公設試験機関など、各地域におけ

る応用技術研究所の成果と課題を踏まえながら、実

現可能性を論じていくことが必要になるものと思iつ

れる。

(3)国家支援と制度学習

制度拡張による経路修正の場合、既存の制度構造

の乗り越え方に一定の一般性を含んでいるので、類

似した制度環境にある地域の諸主体がその経験の学

管に成功する可能性は高まるだろう。その一方で、

制度拡張の地域特殊性が強い場合や、地域間の成長

段階や制度環境に大きなギャップがあれば、地域問

学習から得られる成果は限定的なものとなるだろう。

これに対して、北歌諸国の場合、政府が個別地域の

制度実験を奨励・支援し、その成果を学習し、可能

であれば一般化し、追加的な支援政策を伴って他地

域へと移転していく、地域と闇家の動態的な制度学

習が各方面で行われており、しばしば、「地域実験主

義 Oocalexperimentalism) Jと呼ばれる。

フィンランドの事例を探せば、まずもって、教育

や福祉、医療の分野において、地域的実験の成果が

報告されているが(例、 Miettinen2013)、前項の

COE 政策についても、地域と国家の制度的学習プロ

セスが見られる。従来、 COE政策の対象と目的は、

霞立大学の本校が立地するような有力地域であり、

グローパノレあるいはナショナノレな成長拠点の構築で

ある。しかし、国際競争に取り残されるような周辺

的地域を切り捨てるのではなく、国家的な支援策を

通じて、成長拠点のローカル版を設立する実験が試

みられてきた。その代表例がオウノレを含む北部フィ

ンランド地域である。 2000年代初旬より、オウノレの

発展プロセスに学んで、北部に多様で多数の技術開

発拠点を設立する国家プロジェクトがはじまったo

その特教は、第ーに、オウノレ大学やその他の国立大

学、技術専門学校、VTIの地域支部の設立を促進し、

あるいは、地域特有の応用技術研究所を設立して、

産学技連携の基盤を椛一築し、第二に、オウノレのよう

な広域地域の技術や知識と結びつきながら、産業特

化戦略を進め、第三に、 7ノレチポリス・プロジェク

トと呼ばれるオウノレを中心とする北部フィンランド

の拠点検断的な技術開発プロジェクトを推進した

(現在は休止中)02009年の段階で、人口 70万人
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図2北部フィンランドの技術開発拠点(2009年) 業'k介して他地域へと移転していく試みが生まれ、

地域と国家の相互学習的関係がはじまっているとい

う(中村 2004; Kristensen et al. eds. 2011)。

Eむistensenet al. (2011)は、デンマーク中部Funen

島Svendborgに立地し、瓶詰・貯蔵・配送業を手掛

ける TheDanish Spirit Factory (V&S) 干土に立高を

発して全国に広まった職業覧綴制度を成功事例とし

て挙げている。聞社の経営危機特に、新たな工場所

有者を募る必要性が生じると、地域の労働市場訓練

センターや職業訓練学校を活用して、労働力の質的

制 00拙 な向上が試みられた。その過程において、工業オベ

o 100000 
'---'-由陶J

出所:Multipolis社の提供資料をもとに筆者作成。

程度の北部フィンランドに 20を超える拠点(ポロ

スと呼ばれる)が形成されるに至っている(関 2)。

拠点地域の中には、オウノレとの協働を通じて獲得し

たノウハウや大学・VTTの地方支部を頼りに、圏内

的・国際的なネットワークに取り残されずに、先端

知識・情報へのアクセスも可能なローカノレ拠点が設

立されている(例、 ICTと計測技術を融合した拠点

形成を目指すKajaaniのMeasurepolis)12)。

続いて、柔軟性を携えた労働市場と充実した失業

保険、積極的労働市場政策からなるフレキシキュリ

ティ(日exibleな security)政策によって、社会協

調的に知識経済化へ対応しようとするテrンマークの

労働市場政策を取り上げよう。同国では、 EU加蹟

に伴う国際競争の激化や知識経済化への対応に迫ら

れ、中央集権的な一国レベノレのコーポラテイズムの

危機が顕在化した。これに対して、労働市場政策の

分権化を促し、地域の多様な諸主体の参加と創造的

な取り紹みによる解決をはかり、その結果、地域か

ら生まれた職業司l練政策の経験を国家的な制度化作

レーターを育成する 1年半から 2年間のパートタイ

ム教育コースが設立された。これは、政府の支援を

受けて、より高度なプロセス・オペレーターを育成

する 4年間の訓練コースへと改良され、全国各地で

実施された。その結果、地域ごとに多様なアレンジ

メントを生み出している。例えば、北西ユトランド

地域において、工場の人材マネジメントの担当者か

ら利益団体の代表、自治体、教育・職業司11練濁係者

の参加する地域労働市場委員会の協議を通じて、同

種の職業訓練制度がはじまった。現在では、言練コー

スを終えた技術者に対して、大学と協働して、より

創造的なイノベーションプロセスに従事させる教

育・訓練制度の実験へと発展をみせている。

もっとも，Kristensenet al. eds (2011)によれば、

地域に創造的なプログラムが豊富に綬っているのに、

他地域へとほとんど紹介、移転されてない現状が指

摘されている。その背景の一つに、ニュー・パブリッ

ク・マネジメントの普及があるという。競争原理の

下で、公的職業訓練機関の関で受講生の取り合いが

生じており、優位性のあるカリキュラムが進んで公

開されない点に澗題がある (p.254)。同国の地域労

働市場政策を論じる場合、自由主義市場経済制度の

導入を積極的に支持する立場と、伝統的なコーポラ

テイズムを修正しながら維持しようとする立場の妥

協的側面1、そして、地域レベノレの競争と協調を統合

する新たな制度設計が求められている現状を踏まえ

ておく必要があろう。

さて、本項で取り上げた事例は北欧諸国の経験で

あり、我が国と人口規模の大きく異なる小国の経験

として、参考にならないとの批判が想定される。こ

れに対して、人口規模が問題であれば、我が国にお

いても、北欧諸国と同規模レベノレの地域単位に分権
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化した上で参考にすれば良いというやや単純化され

た議論もあり得ょう。しかし、ここで強訴したい点

は、人口規模の差異を越えて、各国に存在する地域

経済という普遍的単位に注目して、国家的に多様な

制度的実験を奨励・支援し、地域間学習を促進し、

ひいては、国民経済の新経路の創出につなげようと

する、地域と国家の動態的な制度発展戦略である。

こうした試みは、外的ショックへの柔軟性が求めら

れる小国だからこそ生まれたものとも言えようが、

その中身にこそ人口規模を越えた普遍的教訓が含ま

れている。

4 むすびに代えて

本稿では、制度論・制度派経済学の代表的文献や

地域経済研究における制度論的潮流として EEG(進

化論的経済地理学)を取り上げて、その到達点と切

り結びながら、 C耳IA(比較地域制度アプローチ)

の意義と可能性を論じてきた。その上で、 CRIAに

関連する実証研究を紹介しながら、同アプローチの

地域政策の方向性を三つに分けて展望した。未だ実

証研究の不足する領域であるが、 CRIAの分析枠組

みや実証研究にもとつく政策論の独自性については、

いくらか明確になったものと恩われる。

もっとも、これは築者自身の課且歪であるが、 CRIA

による実証研究を海外に発信し、評価を受ける試み

はほとんど行われていない。また、歴史的・空間的

な比較地域制度分析を精徽化するための比較車IJ度項

の検討や(遠藤 2012a，pp.57-8)、計量経済分析の

活用方法についても議論を重ねていく必要がある。

こうした課題が残されているとしても、海外諸学

派の紹介に終わることなく、その到達点を踏まえて、

新たな知見を加えながら、共通土台となる地域経済

学を築き上げていくことが重要と考える。その作業

に向けて、地域経済研究の関連分野から学びながら

独自の地域経済学を築こうとする CRIAの試みは、

他のアプローチにとってもヒントになるものと期待

している。

注

1)制度論あるいは制度派経済学に関する便利な入門番と

して Chavance(200η をお勧めしたい。

a地域政策の分野では、 EU地域政策に関するイタリア経

済財政省局長 FabrizioBarcaによる報告書 Barca

(2∞9)が例として挙げられる。

3)ここで述べた「制度jとは、ある集団や空間において人々

の行動を十分に規定するほど、確立され浸透したノレーノレ

や思考習慣とは限らない。既存の政治経済社会的構造を

発展約に修正し、新たな制度として浸透する可能性のあ

る「前制度的形態」を含む。そのため、一般的な制度概

念と区別して、「制度的な工夫や仕按けjとしている(参

照、中村2口08a;遠藤 2012.; 2012b)。

4) Aoki包010)における制度概念との遠いについても言及

しておこう。青木氏は、ゲーム理論による知見を踏まえ

ながら、制度とは、「社会ゲームがくり返しプレイされ、

また、そうプレイされるべき、仕方についての共通認識

されているパターン」と定義する (Aoki201O、邦訳版、

p.SS)。制度をプレーヤーによって維持される内生的な

構築物、あるいは、ゲームの均衡状態として概念化した

点に特徴がある。青木氏は、あるプレーヤーにとって、

社会ノレーノレを無視して便益を得ることはできないので、

制度は制約的側箆を有するが、他方で、限定的な認知能

力しか持たないプレーヤーにしてみれば、社会ノレーノレが

知識の不足を補い、彼らがうまくプレイすることを可能

にする点で、可能性を与える (enabling)側面も有する

とした。「制度的仕掛けJの意味する潜在的可能性の拡

大とは、ここで述べたような、既存制度の維持・強化に

かかわる問題というより、制度変化に関係している。す

なわち、制度をゲームの均衡状態として捉えるならば、

制度的均怖を急進的に破壊することなく、制度的な工夫

や仕掛けを追加的・局所的に設けることで、プレーヤー

の戦略選択集合に質的な変化を引き起こし、均衡状態を

漸進的に突破していく制度変化プロセスである。

5)本稿における地域政策とは、中村 (2日n)に依拠して、

「地域問題を解決し、地減の発展をめざす公共政策Jと

定義する (p.214)。この定義は、地域・地域経済を独自

の発展単位として位置付け、その潜在約可能性を拡げて

いくことが現代経済社会の諸問題の解決につながると

する地域経済学の立場に立つ。すなわち、地峨政策とは、

政治・経済・社会・環境・文化的複合体であり人々の生

活の場としての地域を対象の基礎に据え、地域の諸問題

を解決し、地域の発震をめざす公共政策として環解する。

この場合、国や地方自治体に加えて、公共性を有する多

様な諾組織を政策主体として含む。また、政策領域とし

て、第一に、地域(locals九回目ons)の構造筒題を解決

し、個々の地域の発展を課題とするもの、第二に、地域

開格差や分業のあり方など、地域間関係のあり方を調整
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するもの、そして広義の地域政策として、第三に、第一

と第二の枠組みとして機能すべき環境保全や景観保全、

土地利用など規制政策のあり方、第四に、地域政策に吉

まれない諸分野の政策における、地域のあり方や地械問

の関係のあり方に配崎する視点の導入(政策統合)に分

類される Ubid，p.215)。したがって、伝統的な可egional

policy"を意味する「地域政策Jと自治体ベースの分権

的地域政策を意味する「地域の政策」に区別しようとす

る立場の意図を理解しつつも、むしろ、地域の発展的な

再生に固有の意義を見出す立場から、阿者を古む経済政

策(および教育・医療・福祉・環境政策等との複合領域

を含む)として地減政策を捉え、主体面や方法箇で具体

化していくべきと考える。

6)地域の政治・経済・社会構濯の相互関係に関する考察に

ついては、中村 (2∞4)2章3節や佐無国 (2012)を参

照されたい。

7)この{也、米国において、地域レヘノレ・企業レベノレに特殊

的な制度的仕掛けが講じられることで、先端的産業の発

展が可能となっている例も示唆的である。例えば、

Silicon Valley (Casper 2007 ; Crouch 2005 ;日目eman

1994)、Portland(Mayer 2011)、BoiseおよびKansas

City (Mayer 2011)の例を参照。

8)この他、移民ネットワークによる「頭脳還流」がもたら

す産業発援の可能性、および、政治・経済制度の改革に

ついては Saxenian(2∞6)を参照。

9)以上の分類に従えば、本稿のように、制度重視の地域経

済研究のーっとして EEGを位置づけることは適切では

ないと思われるだろう。しかし Boschma& Frenken 

(2006)の指摘は、地域と制度の関係を静態的、固定的に

捉える「制度派経済地理学Jを指定しており、必ずしも

多重的な制度進化や多様性に関心を寄せる近年の制度

研究を対象としていないことに注意されたい。むしろ、

後者のような制度アプローチの方向性に対して好意的

である(例、 p.281の脚注8)。後で紹介するように、 EEG

では、「遺伝子j に相当する企業組織の(ミクロ的な制

度としての)rノレーテインJ(r定型的な意思決定に基づ

いて日常的に繰り返され、反復される予測可能な行動ノξ

ターンJ(進化経済学会 2006、p.550))の複製・模倣・

革新こそが、地域経済や産業の進化に決定的な影響を及

ぼすと考えられている。この点を踏まえると、分析単位

に違いはあっても、制度の生成や維持、変化を捉えよう

とする制度アプローチと共通の問題意識を有すると言

えよう。もっとも、進化経済学の注目する「進化するも

の.J.とは、制度に限定されず、技術や知識、商品、諸個

人の行動、組織、システムなど多岐にわたる Ubid，p.14)。

EEGにおいても、経済システムの動態に対する説明変

数として、ミクロ的・マクロ的制度に限定せず、技術や

知識の多様性や進化に配慮し、しばしば、それらの共進

化に論点が設定されている。その意味で、 EEGの枠組

みを制度論のみで説明することはできない(この点につ

いて、中央大学の塩沢由典氏より指摘を受けた)。付言

しておけば、 CRIAも閃様に、制度論のみで地域経済の

動態を説明してきたわけではなく、むしろ、技対すや知識

の動態や多様性、諸個人および帯断輩の行動多様性、等々

を捉えながら、総合的に地域経済を研究してきた(例，中

村 (2004)における堺・泉北コンピナート隠発研究や金

沢地域研究、遠藤 (2012b)のフィンランド・オウノレ研

究)。それにもかかわらず地域制度アプローチとして打

ち出す理由は、技術や知識の生成、共有、統合を姐み、

諸主体の行動および関係を構造化し、衰退経路からの脱

却をIII難にする制度・制度体系に注目するとともに、定

着した制度構造を突破して経路修正を可能にする地域

的制度的仕掛けの意義の解明と政策化に新しい地域経

済学あるいは経済発展論の可能性を見出し得ると考え

たからである。

1ω ここでいう地仕掛の多様な制度拡張を促進する制度実験

と、構造改革あるいは規制緩和を地域から実験的に進め

る特区構想とは異なる考え方である点に注意されたい

(遠藤 2012a、p.60)。

11)部外秘の資料であるため、書室者は、 VτTオウノレの元所

長をはじめ、複数人の現役 VTT職員へのインタピュー

調査で確認した。

12)北部フィンランドの雇用統計を見ると、 1987年の水準

を 100とした場合、オウノレ地域(サブリージョン単位、

人口 23.1万人)が 137.6と突出しており、多くの拠点

地峨が 80前後と厳しい雇用状況にある。製紙産業など

伝統産業の衰退に苦心するKajaani(5.7万人}が 86.2

であり、 90年代初頭の経済危機以前の水準を回復してい

ない。他方、Rovaniemi(6.9万人): 100.9、Kokkola

(5.2万人): 1口0.3、Ylivieska(4.4万人): 100.4のよ

うに、 90年代から漸進的に雇用水準を回復してきた拠点

地域も存在しており、護者は、これらの実態について調

査をj也統中である。
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